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No. 被災箇所 年 地形条件 被害概要
① 一般国道227号江差町尾山 2014 砂浜 直立ブロック式護岸前面の洗掘
② 一般国道227上ノ国町大安在 2014 砂浜 重力式擁壁前面の洗掘
③ 一般国道238号猿払村知来別 2006 砂浜 道路盛土部の洗掘
④ 一般国道336号広尾町黄金道路 2010 礫 重力式擁壁基礎部の摩耗
⑤ 一般国道336号えりも町黄金道路 2015 礫 重力式擁壁基礎部・直積ブロック式護岸の摩耗
⑥ 一般国道229号岩内町雷電 2004 礫 スリット式護岸の摩耗
⑦ 一般国道231号石狩市雄冬 2015 急勾配地形 消波ブロック沈下に伴う越波柵の損傷





2.2.1 一般国道 336号広尾町黄金道路 
一般国道 336 号広尾町黄金道路は礫性海岸を通る路線であり，路線の各所で海岸擁壁の
摩耗が見られる.このうち、主な海岸擁壁の摩耗箇所としては，図-2.2.1示す宝浜第 3 覆道        
（L=66ｍ），宝浜第 2 覆道（L=61ｍ），泉浜覆道（L=34ｍ），泉浜覆道～美幌覆道間（L=44






























宝浜第 3 覆道 
 










 いずれも底質は径 20～40cm 程度の玉石であるが，海岸擁壁前面の水深が T.P.-1.0m 程度の


















最大摩耗深さ 70cm 21cm 18cm 65cm
摩耗速度
（推定）
1.52cm/年 0.53cm/年 0.75cm/年 2.60cm/年















宝浜第 3 覆道の前面は径 20～40cm の玉石海岸であり，KP=65,410～65,476（L=66m）
で摩耗が確認された（図-2.2.2および写真-2.2.1参照）． 
























































































宝浜第 2 覆道の前面は径 20～40cm の玉石海岸であり，KP=65,695～65,756（L=61m）
で摩耗が確認された（図-2.2.4および写真-2.2.3 参照）． 






























































































































































































（L=74m）で摩耗が確認された（図-2.2.8 および写真-2.2.7 参照）． 





















































































2.2.2 一般国道 336号えりも町黄金道路 


































発生日時 2010 年 12 月 4 日 6 時 52 分頃 
被災箇所 一般国道 336 号 えりも町オンコの沢第 1 覆道（L=100m） 
被災規模 覆道海岸擁壁の沈下，路面の陥没 














































































































































































































































発生月日 2015 年 10 月 9 日 




























2014 年になると最下段の一部が完全に消失し，それに引きずられるように 2 段目の直
積ブロックの脱落が発生した． 
その後，写真-2.2.18 のように道路管理者によって直積ブロック式護岸の監視が行わ








































































































































































































































































































































 スリット式護岸は延長 200m に渡って建設され，図-2.2.16 の左から右に向かって水深
が小さくなっている．ここを 4 区間に分けて，図-2.2.17～図-2.2.20 に各区間の摩耗状
況を示した． 






















































































































































































2.3.1 一般国道 227 号江差町尾山 
図-2.3.1 に示す一般国道 227 号江差町尾山において，急激な砂浜の洗掘により直積ブ
ロック式護岸が倒壊し，その影響で背面の道路盛土が崩壊した．
表-2.3.1 被災概要 
発生月日 2014 年 12 月 3 日
















































































































































































2.3.2 一般国道 227号上ノ国町大安在 




発生月日 2014 年 12 月 2 日～4 日 































































































① ② ③ ④
① ③② ②
被 前
H26 .12.17撮影 H26 .12.17撮影 H26 .1217撮影 H26.12.17撮影




2.3.3 一般国道 238号猿払村知来別 




発生月日 2006 年 10 月 9 日 

































































































































































2.4.1 一般国道 229号神恵内村大森 




発生月日 2004 年 9 月 8 日 





































































2.4.2 一般国道 231号石狩市雄冬 




発生月日 2015 年 10 月 2 日 
















































































































1) 一般財団法人 北海道道路管理技術センター：平成 28 年度 海岸擁壁の波浪による摩
耗・洗掘調査 報告書，2017 年 3 月. 
 
2) 一般財団法人 北海道道路管理技術センター：平成 29 年度 海岸擁壁の波浪による摩
耗・洗掘調査 報告書，2018 年 3 月. 
 
3) 一般財団法人 北海道道路管理技術センター：平成 30 年度 海岸擁壁の波浪による摩


















検討対象とした一般国道 229 号岩内町雷電のスリット式護岸（延長 200 m）は，日





は直径 10～30 cm 程度の粗石が堆積している状況である．スリット式護岸は，旧道に




















































































































図-3.1.3 に，2004 年と 2017 年における柱前面の摩耗深さを示す．図中には，T.P.
を基準とした地盤高も示している． 
摩耗は，水深 1.0 m より浅いスリット番号 58 から 64 までの 70 m 区間で発生して
いる．摩耗深さは，汀線位置で最大となり，その値は 2004 年で 130 mm，2017 年で
278 mm であった．竣工後 27 年経過していることから，摩耗速度は柱前面で 10 mm/
年である．一方，柱の側面および背面における2017年の摩耗深さは，それぞれ160 mm，














































































図-3.1.4 に，2004 年と 2017 年における底版の摩耗深さを示す．全体的な傾向は，




















































2 次元造波水路（長さ 24.0 m，幅 0.6 m，高さ 1.0 m）内に勾配 1/15 の海底地形を作
製した．実験は縮尺 1/40 の越波特性実験と，縮尺 1/20 の粗石の安定実験の 2 種類に
分けられる．いずれの実験においても写真-3.2.1 に示した現地におけるスリット式
















3.2.2 縮尺 1/20実験 
粗石の天端から静水面までの水深 d を図-3.2.1に示すように-0.5, 0.0, 0.5 および
1.0 m の 4 種類に変化させた．波浪条件は，周期 T0’を 7.0, 9.0, 11.0, 13.0 s の 4 種類，
換算沖波波高 H0’は 0.50, 0.75, 1.00, 1.25, 1.50, 2.00, 2.50, 3.00, 4.00 m の 9 種類に変化






















































3.2.3  縮尺 1/40実験 
波浪条件は周期 T0’を 11.0 s で一定とし，換算沖波波高 H0’は 1.0, 2.0, 3.0, 4.0, 5.0, 6.0, 
7.0, 8.0 m の 8 種類に変化させた．図-3.2.2 のように護岸前面から現地量で 4m 離れ
た地点にプロペラ流速計を設置し，水粒子速度を計測した． 
 図-3.2.3 に示す 4 パターンに対して，越波樋を設けることで，越波量を計測し，
これを時間と樋の幅で除すことで単位幅，単位時間当たりの越波流量を求めた．なお，



































































➀ スリット式護岸 ② コンクリート充填 






3.3.1  粗石の移動パターン 





























3.3.2  波高と粗石の衝突率 
図-3.3.1は，T0’= 11.0 s に対して，粗石の衝突率 N と換算沖波波高 H0’の関係を水
深ごとに示している． 
衝突率 N が 0.01 を上回る条件は，水深 d = 0.0 m では H0’= 0.85 m，水深 d = 0.5 m
では H0’=1.40 m，それ以外の水深では H0’= 1.70 m となる．これらは谷本ら 1)の計算
値とほぼ一致することを確認している．また，嶋﨑ら 2)は，d = 0.0 m の条件下で，粗
石の質量変化による衝突限界について検討しており，これを用いると粗石の質量の違
いも考慮できる． 
すべての水深条件において，H0’=2.00 m 以上になると N が著しく増加する．また，











































T0’ = 11.0 s






図-3.3.2は，粗石の移動が最も激しい d = 0.0 m に対して，粗石の衝突率 N と換算
沖波波高 H0’の関係を周期ごとに示している． 






































d = 0.0 m
M = 100 kg
：T0 ’ = 13.0 s
：T0 ’ = 11.0 s
：T0 ’ = 9.0 s






3.4.1  水粒子速度と波高の関係 
図-3.4.1～図-3.4.3 は各周期における水粒子速度 uw と換算沖波波高 H0’の関係を
示している． 
ここでは最大流速 uw max，1/20 最大流速 uw 1/20および 1/10 最大流速 uw 1/10の 3 種類の
代表値について示している．波高条件によって 1 波群における粗石の衝突回数が異な
るため，同図を用いて対応する流速の値を求めた．いずれの周期に対しても，概ね
H0’= 5.0 m から流速が頭打ちの傾向が見られることから，3.3.1で示した粗石の衝突












































































































































3.4.2  粗石の衝突回数と衝突速度 
粗石の衝突時の水粒子速度 uw を求め，これと粗石の衝突速度 uｓの関係を示したの
が図-3.4.4である． 
図中には周期および波高ごとにプロットしており，平均的な傾向に着目すると，粗







































































摩耗量を推定するにあたり，粗石の質量は 100 kg で一定とし，ここではコンクリ
ートの強度は 40 N/mm2とした．また，現地に近いナウファス観測点における 2 時間
ごとの有義波高および有義波周期を用いて，3.3および 3.4で得られた実験結果から
2 時間分の衝突回数と衝突速度が求められる．これを式(3.5.1)に代入することによ







3.5.2  モデル時化における摩耗量の推定 
図-3.5.1に 2004 年 3 月 31 日～4 月 3 日までの波浪データを示す．4 月 2 日の 2 時
に有義波高は 4.4 m となっていることから，3.2 の実験結果を適用すると，同日の 2
～4 時の 2 時間での衝突回数は約 30 回と計算できる．また，有義波周期は 9.1 s とな
っていることから，3.3の実験結果をもとにすると，粗石の衝突速度は約 2.8 m/s と計
算できる．これらを式(3.5.1)に代入すると 2時間の摩耗量は 0.17 mmと算出できる．
H0’= 0.75 m 以上となった 2 日間に対してこの計算を行うことにより，モデル時化に










































































3.5.3  摩耗量の経年変化 
1 年分の波浪データを用いてモデル時化と同様の計算を行い，供用期間中の摩耗量
を足し合わせて累積摩耗量を求めた．図-3.5.2に累積摩耗量と西暦年の関係を示す． 
なお，コンクリートの圧縮強度については，25 N/mm2，40 N/mm2，55 N/mm2の 3
種類に変化させた． 





































































































: fc = 25 N/mm2
: fc = 40 N/mm2







3.6.1  断面形状 
現地においては常時の波浪に対して，写真-3.6.1 に示すような越波飛沫の打ち上
げが発生しており，スリット部の消波機能を維持することが必要となる． 













































































➀ スリット式護岸 ② コンクリート充填 








3.6.2  越波流量に基づく最適案 
図-3.6.2に各パターンの越波流量 q と換算沖波波高 H0’の関係を示している．越波
流量は直立護岸で最も大きく，設計波である H0’= 9.0 m で q = 1.0×10-2 m3/m/s を超え
ている．残りの 3 パターンについては，当該海域において波浪警報が発表される


























































(1) 現地においては，T.P.±0.0 m 付近のスリットの摩耗が最も激しく，最大で 278 mm
であった．27 年間の摩耗速度は 10 mm/年程度であった． 
 
(2) 粗石の衝突率は前面水深 d = 0.0 m で最も大きく，現地における摩耗状況と一致し
た．また，周期が長いほど粗石の衝突率が大きくなることが明らかとなった． 
 
(3) 換算沖波波高と粗石の衝突速度については，粗石の移動が確認できる縮尺 1/20 の
模型実験により関係を示した．さらに，換算沖波波高とスリット部の流速の関係を
























動特性，第 73 回土木学会年次学術講演会，II-206，2018. 
 
3) 豊福俊泰，宮川邦彦，豊福俊英:コンクリートの衝撃摩耗特性に関する研究，コンク



















検討対象とした一般国道 336 号えりも町荒磯では, 高波時に越波による通行障害が
発生しており，1 年間に数回程度の通行止めが行われてきた．2003 年 9 月 26 日に発
生した十勝沖地震による地盤沈下の影響を受けて，越波による通行障害の発生頻度が
急増した．通行止めは，2002 年度には 7 回，175 時間であったのに対し，2003 年度






































現地の摩耗状況を把握するため，摩耗調査を 2008 年，2011 年，2013 年の合計 3 回
実施した． 
図-4.1.2 に摩耗被害が発生した護岸の平面配置を示す．摩耗調査は，図中の測線







































最も摩耗が顕著であった測線 No.3 で撮影されたもので，最大摩耗量は 620 mm とな
っている． 
護岸前面や内部には，直径 20～30 cm，質量 50 kg 程度の粗石が堆積しており，直
積ブロックの最下段において，特に摩耗が進行している．   
2011 年の調査における最下段の摩耗量は，測線 No.1 では 280 mm，測線 No.2 では
500mm，測線 No.4 では 560 mm，測線 No.5 では 200 mm であった． 
測線 No.3 の前面に最も多くの粗石が存在し，波の作用により，これらの粗石が複
数回にわたって護岸に衝突し，摩耗が進んだと考えられる． 
当該護岸は太平洋に面しているため，1 日を通じて最大 1.5 m の潮位差が生じる．
最下段の直積ブロックの底面は H.W.L.の高さにほぼ一致しており，粗石が衝突しやす
かったものと考えられる．測線 No.3 の最下段の摩耗深さは，2008 年で 400 mm，2011
年で 620 mm，2013 年で 700 mm であった． 
2011 年の摩耗量の計測値である 620mm を用いると，施工後 7 年経過していたこと
から，年平均摩耗速度は 88.6 mm/年となる．名越ら 1)によるスリット式護岸の摩耗速






























2 次元造波水路（長さ 24.0 m，幅 0.6 m，高さ 1.0 m）内に勾配 1/30 の海底地形を作
製した．実験は縮尺 1/35 の越波実験と，縮尺 1/25 の粗石の安定実験の 2 種類に分け
られる．いずれの実験においても写真-4.2.1 に示す現地における直積ブロック式護
















4.2.2 縮尺 1/25実験 
粗石の天端から静水面までの水深 d を図-4.2.1に示すように-0.5, 0.0, 0.5 および
1.0 m の 4 種類に変化させた．波浪条件は，周期 T0’を 9.0，11.0，13.0 s の 3 種類，
換算沖波波高 H0’は 0.50, 0.75, 1.00, 1.25, 1.50, 2.00, 2.50, 3.00, 4.00 , 5.00 m の 10 種類
に変化させた．粗石の質量は 50 kg で一定とし，護岸前方から同じ質量の粗石を黄，
赤，白と彩色し，写真-4.2.2 のように設置した．粗石の天端面は最下段のブロック















































(5.60 cm)1.00 m(4.00 cm)
写真-4.2.2 粗石移動前の状況 




4.2.3  縮尺 1/35実験 
波浪条件は周期 T0’を 13.0 s で一定とし，換算沖波波高 H0’は 1.0, 2.0, 3.0, 4.0, 5.0, 6.0, 
7.0, 8.0 m の 8 種類に変化させて，図-4.2.2 に示す 4 パターンに対して，越波流量 q

















































4.3.1  粗石の移動パターン 





幅方向の直積ブロックの個数 (10.5 個) で除したものを衝突回数 N と定義した．N は

























4.3.2  波高と粗石の衝突回数 
図-4.3.1は，T0’= 13.0 s に対して，粗石の衝突回数 N と換算沖波波高 H0’の関係を
水深ごとに示している． 
水深 d = 0.0 m では，静水面と粗石の天端面が同一であるため，波のエネルギーが
粗石に伝わりやすい． 
d = 0.5 m においては，H0’ = 3.0 m のときピークとなる．これは粗石の上を砕波後の
波面が通過し，粗石に作用する流速が大きくならないためと考えられる． 
d = -0.5 m において，衝突回数が少ないのは，ある程度波高が大きくならないと，
遡上波の水脈厚が大きくならないためである． 














































: d = 1.0 m
: d = 0.5 m
: d = 0.0 m
: d = -0.5 m





図-4.3.2は，粗石の移動が最も顕著であった d = 0.0 m に対して，粗石の衝突回数
N と換算沖波波高 H0’の関係を周期ごとに示している． 
衝突回数は波高とともに直線的に増加し，どの周期においても波高 4.0 m でピーク














































: T = 9 s
: T = 11 s
: T = 13 s









4.3.3  粗石の移動速度と水粒子速度の関係 
粗石の移動速度については，4.2.2 で記述した方法により，1 波群 150 波中の最大
の粗石移動速度 Vmax を実測した．護岸前面における水粒子速度 Umax は，混成堤マウ



















ここで，κ は無次元流速，Hmax は合田の砕波指標 4)に基づく略算式により計算し，
水深 h’は護岸前面水深を用いた．   
(4.3.1) 













図-4.3.3は，水深 d = 0.0 m に対して，粗石の最大移動速度 Vmax と最大水粒子速度
Umax の関係を周期ごとに示している． 










































d = 0.0 m
: T = 9.0 s
: T = 11.0 s










   
  
 
ここで，N は衝突回数，MLは粗石の質量，V は移動速度，fc はコンクリートの圧縮
強度を表している． 
摩耗量を推定するにあたり，実験を行った粗石質量である 50 kg を計算でも用いた．
また，摩耗被害の発生個所に近接したナウファス観測点における 2 時間ごとの潮位，
有義波高および有義波周期のデータを用いて，4.3で得られた実験結果から衝突回数







4.4.2  モデル時化における摩耗量の推定 
図-4.4.1 に 2010 年 9 月 25 日～27 日までの波浪データを示す．26 日の 10 時の有
義波高は 3.10 m，有義波周期は 13.1 s であった．潮位は 0.74 m で，ブロック最下段の



















































































いては，15 N/mm2，25 N/mm2，40 N/mm2，55 N/mm2の 4 種類に変化させた．図中に〇


















































: fc = 25 N/mm2
:累積 （現地観測値）
: fc = 40 N/mm2
: fc = 55 N/mm2
推定累積摩耗量





4.5.1  断面形状 
現地においては常時の波浪に対して，写真-4.5.1 に示すような越波飛沫の打ち上
げが発生しており，直積ブロック部の消波機能を維持することが必要となる． 
このため，補修工法に関しては，図-4.5.1 示す 4 パターンの断面形状について比
較検討を行った． 
①は現状の直積ブロック式護岸で，②は下二段にコンクリートを充填したもの（コ
ンクリート充填），③はその前面に 12t 相当の消波ブロックを天端 2 個並びで設置し
たもの（消波ブロック），④は直積ブロック全てにコンクリートを充填したもの（直
立護岸）である． 




























































































































図-4.5.2に各パターンの越波流量 q と換算沖波波高 H0’の関係を示す． 
直積ブロック式護岸と消波ブロックは，道路の通行限界である q = 1.0×10-4 m3/m/s
未満に越波を抑制できることが分かる． 
一方，コンクリート充填では H0’= 5.0 m 以上になると q = 1.0×10-4 m3/m/s を越える
ため，現地では波浪警報が発表された場合には通行止めの可能性がある． 


































































































































































(1) 現地において施工された直積ブロック式護岸では，年平均摩耗速度は最大で 88.6 
mm/年であった． 
 






























に関する実験的研究，港湾技術研究報告 第 29 巻，第 2 号，pp.3-36，1990. 
 

































































当該道路では，1970 年 4 月に融雪による湖面水位の上昇と，最大瞬間風速 25.5 m/s
の強風による高波によって，延長 35 m に渡る護岸の倒壊被害が発生した（写真-5.2.1
参照）．また，1981 年 8 月には，「昭和 56 年水害」によって下流で氾濫が起きたため
支笏湖内の水力発電所の水門を開けることができず水位が急激に 1 m 上昇したとこ













































































































5.2.2  越波による通行規制の状況 
当該区間における 2012年～2016年の越波による通行規制状況は表-5.2.1に示す通



































11月29日 10:30 ～ 11月29日 16:00 湖側車線規制
12月6日 15:30 ～ 12月7日 9:00 全面通行止め
2013年 11月26日 11:30 ～ 11月27日 7:00 湖側車線規制
11月4日 13:00 ～ 11月4日 19:10 湖側車線規制
11月13日 15:00 ～ 11月14日 3:00 湖側車線規制
11月14日 9:30 ～ 11月14日 12:50 湖側車線規制
2015年 12月3日 14:00 ～ 12月3日 18:00 湖側車線規制





















































5.2.3  現地における越波状況 
2012 年 12 月 6 日に支笏湖岸道路で越波による全面通行止めの際，支笏湖の湖面水
位は 249.3 m（標高を基準）であった．道路管理者から提供を受けたビデオ動画を用
いて越波の打上げ高を 1 波ごとに読み取った結果，5 分間に確認された合計 68 波を
対象として，静水面を基準とした越波の打ち上げ高の有義値 R1/3 =5.56 m が得られた． 
写真-5.2.6 は，最高波に相当する越波の打ち上げ状況を示している．越波飛沫は































当該区間では 2014 年 9 月 24 日～2015 年 3 月 24 日に，支笏湖岸道路において風況
調査を実施している．表-5.3.1は，11 月 4 日 16 時の支笏湖周辺の道路気象テレメー
タと湖岸調査地点の風速であり，調査風速 12.7 m/s に対して道路気象テレメータの風


































































5.3.3  確率波高の算定 
2006 年～2015 年までの 10 年間の風況データを用いて統計解析を行い，再現風速期
待値を求めた．波浪推算手法は，支笏湖が急峻な地形で平均水深が 265 m と深いので
深海波とみなせることから，Wilson の第 4 式 2)を採用した．計算の条件と得られた波
浪諸元を表-5.3.2に示す． 
















   
風速再現期間 風速 吹走距離 波高 周期
（年） （m/s） （km） （m） （sec）
10 21.7 11.65 1.64 4.12
30 25.1 11.65 1.92 4.38







水理模型実験は縮尺 1/15 で実施し，図-5.4.1 に示すような 2 次元造波水路（長さ
24.0 m，幅 0.6 m，高さ 1.0 m）内に勾配 1/2 の斜面と，それに続くリーフ地形を作製
し，その上に図-5.4.2 に示す護岸模型を設置した．護岸の前面からリーフ端部まで
の距離は 7.65 m で，天端高は静水面から 2.0 m とした．消波工は，1.0 t 型の消波ブロ
ックを用い，天端は 2 個並び（1.7 m）とした． 
実験波は，1 波群が 150 波の不規則波を用い，周期を 4.5 s で一定とし，水位は 2012
年 12 月 6 日に全面通行止めが講じられた際の標高 249.3 m とした．  
越波実験においては，波高H0’を 0.25 m～2.00 mまでの 7パターンに変化させた． 水
路の正面からデジタルビデオカメラにより撮影した画像を用いて，静水面を基準とし







































打ち上げ高を 5 割程度減少させることが可能となる． 
2012 年 12 月 6 日の全面通行止めの際の換算沖波波高は，波高 H0’= 1.25 m と推定さ
れた．5.2.3に示したように，消波ブロックが設置されていない箇所における有義打ち





























写真-5.4.1 越波の打ち上げ（消波なし：H0’= 1.25 m） 





































































































































平成 28 年度北海道開発局技術研究発表会，2017. 
 
2) Wilson, B.W. : Numerical prediction of Ocean waves in the North Atlantic for December, 
1959, Deut, Hydrogr.Zeit, Jahrgang 18, Heft 3, pp.114-130, 1965. 
 

































































































































当初設計では海底地形に対応して A～D の 4 区間に分けられていたが，本章では消波
ブロックの被災状況も加味して，B 区間を 2 つ，C 区間を 3 つ，D 区間を 2 つに分割
































































































































































6.3.1  1/2勾配斜面に続くリーフ上の消波ブロックの安定性 
（１）CADMAS-SURFによる数値解析 
1/2 勾配の斜面に続くリーフ上に図-6.3.1 に示す消波護岸を設置し，リーフ幅 l を
0，15，25m と変化させた場合の波高および水粒子速度について，数値波動解析ソフ





























































































































2 次元造波水路（長さ 24m，幅 0.6m，高さ 1.0m）内に勾配 1/2 の海底地形を作製
し，図-6.3.1に示した消波護岸を縮尺 1/50 で再現した．以下すべて現地量で示す． 
波浪条件は T0=12s で一定とし，換算沖波波高 H0’は 1m 間隔で 1～9m に変化させ
た．すべての実験は 1 波群 150 波の不規則波を用いて実施した． 
消波ブロックの安定実験では，リーフ幅 l を 0，15，25m の 3 種類，消波ブロッ
クは質量の異なる 10 種類（3.75，7.50，12.0，15.0，22.5，27.5，37.5，47.5，62.5，
75.0t）を用いて行い，各リーフ幅および波高での消波ブロックの安定質量を求めた. 
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6.3.2  1/7勾配斜面に続くリーフ上の消波ブロックの安定性 
（１）水理模型実験 
2 次元造波水路（長さ 24.0 m，幅 0.6 m，深さ 1.0 m） 内に，図-6.3.5に示すよ
うに，勾配 1/7 の急峻な地形と一般的な 1/30 勾配の地形の 2 種類を製作した．実験
縮尺は 1/50 とし，リーフ上には図-6.3.6 に示す消波護岸の模型を設置した． 
波浪条件は，周期 T=1.70 s（現地換算 12.0 s）で 一定とし，換算沖波波高 H0’は 2
～20 cm （現地換算 1～ 10 m）を変化させた．すべての実験は，150 波 1 波群の不
規則波を用いて実施した．以下，実験条件および実験結果はすべて現地量で示す． 
実験では，リーフ幅 l を現地に対応した 25 m を含めて，0～50 m まで 12.5 m おき
に合計 5 種類に変化させた．  
消波ブロックは質量の異なる 8 種類（3.75，7.50，15.0，22.5，27.5，47.5，62.5 お















































1/7 勾配で H0’=6.0 m の条件に対して，リーフ幅 l を変化させたときの消波護岸へ
の波の作用状況を示す． 
写真-6.3.1は，l＝0 および 12.5 m であり，巻き波が消波ブロックに直接作用す
































写真-6.3.1 波の作用状況（l＝0および 12.5 m） 
ｌ＝25.0ｍ ｌ＝37.5ｍ 

























































が小さいほど有義波高は大きく，H0’＝8.0 m で頭打ちとなることがわかる． 
図-6.3.10 に換算沖波波高と各リーフ幅における最高波高の関係を示す．有義波
高と同様にリーフ幅が小さいほど最高波高も大きく，l=0，12.5 m と l=25.0，37.5，










































: l=0 m 
: l=12.5 m 
: l=25.0 m 
: l=37.5 m 





















: l=0 m 
: l=12.5 m 
: l=25.0 m 
: l=37.5 m 














































一方，1/7 勾配では図-6.3.12 に示すように，波数が 750 波までは消波ブロック
に動きは見られなかったが，そこから波数 N に対して被災度 NOが急激に増大して
いる．これは巻き波砕波の作用により消波ブロックが連鎖的に転落するためである．










































































図-6.3.13は，H0’＝6 m の条件に対して，リーフ幅 l を水深 h で除した無次元量
を横軸にとり，上段には消波ブロックの安定質量 M および消波護岸法先での有義
波高 HDを示している．有義波高 HDは l/h に対し一様に減少するのに対し，消波ブ
ロックの安定質量 M は l/h＝2.8 付近から急激に減少する傾向がある． 
消波ブロックの必要安定質量は一般にハドソン式によって算出できる．ここでは









図-6.3.13 の下段には l/h とハドソン式の補正係数 x の関係を示している．ハド



















































































: 消波ブロックの安定質量 M (t)
: 堤体位置における有義波高 H1/3 (m)












す．リーフ幅 l が 37.5 m までは補正係数 x は 2.7～9.0 に増加したが，l＝50 m では補
正係数 x は 1.9 に減少した．さらにリーフ幅を大きくすることでハドソン式に近づく










































:  l = 0 m
:  l = 12.5 m
:  l = 25.0 m
:  l = 37.5 m
:  l = 50.0 m
: 補正式（x = 2.7）
: 補正式（x = 5.0）
: 補正式（x = 7.0）
: 補正式（x = 9.0）
: 補正式（x = 1.9）







6.4.1  実験方法 
2 次元造波水路（長さ 24.0 m，幅 0.6 m，深さ 1.0 m）内に，海底勾配 1/30 の条件下
で，覆道前面に勾配 1/0.5 の急峻な地形を再現した（図-6.4.1 参照）. 実験縮尺は 1/55
とした． 
実験模型では，前面の岩礁地形を再現し，堤脚部から岩礁先端までの距離 l0および
水深 d0 は，A～D2 の各区間に対して現地の地形に合わせて設定した．なお，岩礁部
の前面水深 h は 10.8cm で一定とした． 
堤体の法面勾配は 1：0.5 とし，その上に覆道部を模擬した直立壁を配置した．波
圧計（定格 20kPa）は，堤体部に 3 個（P1～P3），覆道部に 3 個（P4～P6）設置した．





























6.4.2  波圧特性 
図-6.4.2は，現地の B2 部および C1 部に相当する地形条件（l0＝3.5cm，d0＝1.0cm）
に対して，消波ブロックの被災後を想定した「消波なし」の場合の波圧分布を示して
いる． 
図の上側は覆道部の後退距離B が0 cm の場合，下側はB が11.0cm の場合である．
図中の実線は岩礁部をマウンドと仮定して，高橋ら 3)の衝撃波力係数を考慮して合田
式により求めた計算値である．B が 0 cm のケースでは堤体上部から覆道部の下端で
計算値を上回っているが，覆道部上側での波圧は小さい．これに対し B が 11.0 cm の






























図-6.4.3 は，覆道部（P4～P6）の平均波圧 p（10 データの平均値）と後退距離 B 
の関係を示している．消波ブロックの被災後を想定した「消波なし」の断面に対して
































6.4.3  現地の被災状況と再現実験の比較 
図-6.4.4 は，大森覆道の各区間における防波板に働く波力 F と被害の関係を示し
ている．作用波力が大きい区間ほど，防波板の被害が大きい傾向が認められる．防波
板の倒壊が顕著となった B2 部、C1 部、C3 部および D1 部では，防波板 1 枚当たり
の作用波力は 1,500～1,700ｋN となった．防波板を覆道本体に固定していたアンカー
のせん断耐力は約 500ｋN であり，その約 3 倍の波力が働いたことになる．また，防
波板に亀裂が発生した D2 部での作用波力は 1,200ｋN であり，アンカーのせん断耐力























































1) 名越隆雄，木村克俊：2004 年台風 18 号による神恵内村内の海岸家屋の越波被害に
ついて，平成 17年度土木学会北海道支部論文報告集，第 62号，Ⅱ-37，2006. 
 
2) 本間大輔，窪内篤，山本泰司，畑山朗，木村克俊：台風 0418号による大森大橋の被






































7.1.2  UAVによる摩耗調査 
（１）調査箇所 































































 UAV による撮影から図化までの手順を以下に示す． 
 
① UAV を使用し，高度 35～40m で俯瞰および斜め写真を撮影（写真-7.1.3 参
照） 



























 図-7.1.1は，写真-7.1.4の箇所を UAV 空撮によって取得した点群データを図化し
たものである．黄色箇所の摩耗状況が捉えられていることがわかる． 


































































































































































































































































































































 写真-7.2.1 宝浜第 2覆道区間の補修状況（全景） 








































写真-7.2.2 宝浜第 3覆道区間の補修状況（全景） 








































図-7.2.2 モイケシ第 1覆道区間の補修断面 













































7.2.3  超高強度コンクリート施工箇所の追跡調査 
前述の超高強度コンクリート補修箇所のうち，宝浜第 2 覆道区間は 2016 年の施工













































7.4  参考文献 
 
 









































8.2  急勾配地形における根固ブロック周辺の波力 
8.2.1  計算方法 
急勾配海底条件におけるリーフ上の根固ブロックに及ぼす影響について，数値波
動水槽 CADMAS-SURF/2D により検討を行った． 
計算領域は，長さ 230 m，高さ 18 m とし，図-8.2.1 に示す計算水路内に，水理




構造物とした．地形は，一般的な海底勾配である 1/10 勾配と急勾配条件である 1/2














































































































8.2.3  根固ブロックに対する勾配の影響 
図-8.2.4は，勾配𝑖𝑖 と無次元滑動合成波力 𝐹𝐹𝑠𝑠∗の関係を示している． 
𝑖𝑖 が大きくなるにしたがって𝐹𝐹𝑠𝑠∗も大きくなる傾向があり，𝑖𝑖=1/10 と比較すると，





















































8.2.4  根固ブロックに対する前面水深の影響 














































































































8.3  1/7 勾配における根固ブロックの耐波設計 
8.3.1  検討箇所の状況 
本項で対象とした 1/7 勾配海岸は，リーフ地形上に建設された避難漁港であり，護
岸形状と前浜地形は図-8.3.1 のようになっている．当該箇所では，2009 年 12 月 30






























































図-8.3.2 は，現地断面に対して水理模型実験より換算沖波波高 H0’と越波流量 q
の関係を示したものである．消波ブロックが流出した状態では換算沖波波高 H0’=4.0 
m で被災限界となることがわかる．被災時は H0’=6.0 m の波が来襲していたため，護



















































当該漁港の設計波は H0’=8.0 m であるから，原形復旧では設計波に対して護岸の被
災が生じる恐れがあるが，護岸を 2m 嵩上げすることで被災限界以下に越波を抑える
ことが可能となる． 
一方，既設消波ブロックは H0’=6.0 m で消失したことから，改良後に使用する消波
ブロックは，6.3.2 で提案した安定数 Ns を用いたハドソン式に補正係数 x を乗じる



















































8.3.2  水理模型実験 
水理模型実験は縮尺 1/50 で実施し，2 次元造波水路（長さ 24.0 m，幅 0.6 m，高さ
1.0 m）内に勾配 1/7 の斜面と，それに続くリーフ地形を作製し，その上に図-8.3.4
に示す護岸模型を設置した．護岸の前面からリーフ端部までの距離は 20.0 m で，天
端高は静水面から 9.5 m とした． 
実験波は，1 波群が 150 波の不規則波を用い，周期を 12.0 s で一定とし，換算沖波
波高 H0’は 1 m 間隔で 1～ 10 m に変化させた． 
安定実験の実施にあたって，まず消波ブロック設置位置における無堤時での有義波
高 H1/3 を計測した．安定実験では，現地量で，縦 2.5 m，横 4.75 m，高さ 1.5 m 開口
率 9.2％となる貫通穴が設けられた根固ブロックを図-8.3.5のように消波ブロック法
先に 1 列，水路幅方向に 6 個配置した．根固ブロックの密度 ρr は，現地換算質量で，






























8.3.3  実験結果 
図-8.3.6に，根固ブロックの安定性に関する実験結果を示す．図中にプロットし
た実験値は，基準定数 Nso = 0.5 とした計算曲線と概ね一致しており，根固ブロッ



























沖波波高 H0’と消波ブロック（62.5t 型）の被害率 D の関係を示す．D は，根固ブ
ロック無しの場合，H0’とともに増大する．しかしながら，根固ブロック有りの場
合には，設計波 H0’= 8.00 m に対して消波ブロックの移動は発生しない．また，被



























8.3.4  根固ブロックの安定質量 
1/7 勾配に続くリーフ上における根固ブロックの安定質量は，安定数 Ns を用いた




































8.4  1/2 勾配における根固ブロックの耐波設計 






















































































8.4.2  水理模型実験 
水理模型実験は縮尺 1/15 で実施し，図-8.4.2 に示すような 2 次元造波水路（長さ
24.0 m，幅 0.6 m，高さ 1.0 m）内に勾配 1/2 の斜面と，それに続くリーフ地形を作製
し，その上に図-8.4.3 に示す護岸模型を設置した．護岸の前面からリーフ端部まで
の距離は 7.65 m で，天端高は静水面から 2.0 m とした．消波工は，1.0 t 型の消波ブロ
ックを用い，天端は 2 個並び（1.7 m）とした． 
実験波は，1 波群が 150 波の不規則波を用い，周期を 4.5 s で一定とし，水位は 2012
年 12 月 6 日に全面通行止めが講じられた際の標高 249.3 m とした．  
安定実験においては，消波ブロックは 1.0 t 型のみを使用し，波高 2.00 m に対する
安定性を確認した．そのうえで，質量の異なる 4 種類の根固ブロック（エックスブロ
ック）を用い，消波ブロックの法先に 1 列設置した．波高 H0’を 0.25 m～2.00 m まで































8.4.3  実験結果 
図-8.4.4に，根固ブロックの安定性に関する実験結果を示す．支笏湖の護岸の設
計波高（50 年確率波）である H0’= 2.00 m に対しては，根固ブロックの安定質量は


























































    𝑀𝑀 = 𝜌𝜌𝑟𝑟・𝑥𝑥・𝐻𝐻𝐷𝐷
3
𝐾𝐾𝐷𝐷(𝑆𝑆𝑟𝑟−1)3・cotα




















動合成波力 𝐹𝐹𝑠𝑠∗の関係を図-8.5.1 に示す．無次元滑動合成波力 𝐹𝐹𝑠𝑠∗は，ブロックに作
用する引き波（岸から沖への流れ）と揚圧力の合力であり，ブロックの沖側への滑動
し易さを示している．つまり，無次元滑動合成波力 𝐹𝐹𝑠𝑠∗が増加するほど，大きな質量
のブロックが必要となり，補正係数 x の増加傾向と一致する． 
補正係数 x は，リーフ幅 l と波長 L の比が l/L=0.3～0.5 で大きくなる傾向が認めら
れ，l/L=0.5 以上になると補正係数 x は小さくなる．これは，l/L=0.3～0.5 でリーフ上
の巻波砕波による引き波流速が大きくなり，l/L=0.5 以上になると砕波後の岸向きの流
れが卓越するためと考えられる． 









































































そこで，支笏湖における風況を気象庁の MSM（Meso Scale Model）を用いて，1 時
間間隔で 39 時間先までの予測値を求める．これを用いて支笏湖上の風速を推定し，












































(1) 数値波動水路により、一般的な海底勾配である 1/10 勾配に比べ，急勾配（1/2 勾配，





(3) 松前小島漁港（1/7 勾配），支笏湖岸道路（1/2 勾配）を事例とした，急勾配に続く
リーフ上に建設された防波施設における根固ブロックの耐波設計法を提案した. 
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第 9 章 



























第 3章 礫性海岸におけるスリット式護岸の摩耗被害の分析 
現地においては，T.P.±0.0 m 付近のスリットの摩耗が最も激しく，最大で 278 mm
であった．27 年間の摩耗速度は 10 mm/年程度であった． 















第 4章 礫性海岸における直積ブロック式護岸の摩耗被害の分析 
現地において施工された直積ブロック式護岸では，年平均摩耗速度は最大で 88.6 
mm/年であった． 













































一般国道 336 号広尾海岸における施工事例に基づいて，その実用性を示した． 
 
 
第 8章 急勾配海底条件の防波施設の耐波設計法の提案 
数値波動水路により、一般的な海底勾配である 1/10 勾配に比べ，急勾配（1/2 勾
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